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－総括１－ 

 
新規事業及び重要事業総括表 

 
 
Ⅰ 総 額 
 
 【一般会計】 

区分 令和２年度 令和元年度 伸び率 
予算総額 ２７,１４９,１３１千円 ２４,４１７,４５０千円 11.2％ 

一般会計構成比          １.４%          １.３%    － 
 
  【中小企業高度化資金特別会計】 

予算総額 １４６,７０３千円 １４８,８２３千円 ▲1.4％ 

 

Ⅱ 主な新規事業及び重要施策                     （単位 千円） 

 

 １ 就業支援と雇用環境の改善 

 （１）就業支援の強化と人材の確保 

  Ｐ １    幅広い世代の就職支援と中小企業の人材確保【雇用労働課】 １９５,９４８ 

 （２）若年者の就業支援 

  Ｐ ２ 一部新規 若者人材の県内企業への就職支援【雇用労働課・産業人材育成課】 

                                       ７１,９０９ 

 （３）雇用環境の改善による職場定着支援 

  Ｐ ３ 一部新規 若者の職場定着支援と労働環境の改善【雇用労働課】     １１,２９８ 

  Ｐ ４ 一部新規 働き方改革の推進【ウーマノミクス課】           ５６,８１４ 

 

 ２ 「働くシニア 応援プロジェクト」の推進 

  Ｐ ５    現役からシニア活躍への橋渡し【シニア活躍推進課】     ３１,８３８ 

  Ｐ ６ 一部新規 企業における「シニアの働く場」の拡大【シニア活躍推進課】 ８２,７５０ 

  Ｐ ７ 一部新規 シニアへの就業・起業支援【シニア活躍推進課・産業支援課】 

                                      １８４,４４０ 

  Ｐ ８    「シニアパワーステーション」への支援【シニア活躍推進課】 ３５,１２１ 

 

 ３ 埼玉版ウーマノミクスプロジェクトの更なる推進 

  Ｐ ９ 一部新規 女性が働きやすい環境の整備【ウーマノミクス課】（一部再掲） 

                                      １９１,０７４ 

  Ｐ１１ 一部新規 女性のキャリアアップへの支援【ウーマノミクス課・産業支援課】 

                                      ２４１,４５８ 



－総括２－ 

 ４ 障害者の就労支援 

  Ｐ１２    障害者の就労支援【雇用労働課】             １６９,８４９ 

 

 ５ 新たな産業の育成と企業誘致の推進 

  Ｐ１３ 一部新規 先端産業創造プロジェクトの推進【先端産業課】      ７０６,２５８ 

  Ｐ１４    農大跡地等の活用の推進【先端産業課】（一部再掲）   ３,４０５,８７７ 

  Ｐ１５ 一部新規 企業誘致の推進【企業立地課】（一部再掲）       １,２５８,１３２ 

 

 ６ 変化に向き合う中小企業・小規模事業者の支援 

 （１）県内経済を支える中小企業の支援 

  Ｐ１６ 一部新規 商工団体等を通じた小規模事業者への経営支援【産業労働政策課】 

                                    ３,０９２,４２９ 

  Ｐ１７ 新規 プッシュ型の中小企業支援【産業支援課】          ２６,５１６ 

  Ｐ１８ 新規 新製品開発力の強化【産業支援課】            １７７,１５８ 

  Ｐ１９ 一部新規 中小企業・小規模事業者の資金調達の円滑化支援【金融課】 

                                    １,１５５,２６４ 

  Ｐ２０ 一部新規 渋沢栄一創業プロジェクトの推進【産業支援課】       ５５,８５３ 

 （２）県内企業の海外展開支援 

  Ｐ２１ 一部新規 県内企業の海外ビジネス展開支援【企業立地課】      １０９,８５６ 

 

 ７ 商業・サービス産業の育成 

  Ｐ２２ 一部新規 商店街振興の推進【商業・サービス産業支援課】       ６８,７０５ 

  Ｐ２３ 新規 スポーツの産業化に向けた支援【商業・サービス産業支援課】 １２,５０９ 

 

 ８ 産業人材の確保・育成 

  Ｐ２４ 新規 産業人材の育成【産業人材育成課】           １,９３０,４１２ 

 

 ９ 観光の振興 

  Ｐ２５ 新規 渋沢栄一翁を軸とした観光振興【観光課】          ８５,９１５ 

  Ｐ２６ 新規 民間連携による魅力ある埼玉の観光づくり【観光課】     ２０,８００ 

  Ｐ２７ 一部新規 オリンピック・パラリンピックを契機とした外国人観光客の誘致【観光課】 

                                       ３２,４８０ 

 

 10 その他 

  Ｐ２８ 新規 産業文化センターの大規模改修【産業労働政策課】     ７８５,３１８ 
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幅広い世代の就職支援と中小企業の人材確保  

 
                      担当 雇用労働課 就業・求人相談担当 

                      電話 ０４８－８２６－５６５０ 

 

１ 目  的 

  県とハローワークが設置した「ハローワーク浦和・就業支援サテライト」（以下「サ

テライト」という。）において、若者からシニアまで幅広い世代の就職支援を実施する。  
  また、サテライト及びウェスタ川越内の「企業人材サポートデスク」において、県内

中小企業の人材確保を支援する。  
 
２ 事業内容 

（１）求職者に対する就職支援 

   サテライトにおいてハローワークと一体となって就職相談やセミナーを実施すると

ともに、若年就労者の職場定着促進のためのセミナーを開催する。 

（２）企業に対する人材確保支援 

   サテライト及びウェスタ川越内の企業人材サポートデスクにおいて、企業の人材確

保に関する相談に専門の相談員が応じるとともに、求人企業と求職者のマッチングを

支援する面接会や外国人を含めた多様な人材活用などのセミナーを開催する。 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 予 算 額   １９５，９４８千円 

 
ハローワーク浦和・就業支援サテライト 

◆求職者支援 

 

職業紹介：国 

就職相談：県 

 

川越しごと支援 

センター 

◆企業の人材確保支援 

 

求人相談 

職業紹介 

 （地方版ハローワーク） 

◆求職者支援 

 

職業紹介：国 

就職相談：川越市 

 

企業人材 

サポートデスク川越 

◆企業の人材確保支援 

 

求人相談 

職業紹介 

 （地方版ハローワーク） 

 

連

携 

求人・求職のマッチングを支援 

企業人材サポートデスク 

県 
県 

ウェスタ 

川越内 



一部新規 
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若者人材の県内企業への就職支援  

 
          担当 雇用労働課   障害者・若年者支援担当 内線 ４５３８ 

             産業人材育成課 委託訓練・連携推進担当 内線 ４６０５ 

 
１ 目 的 

  新卒者のほか、就職氷河期世代の若者などの就職・定着を図るため、求職者と企業と

のマッチングを行う。これにより、若者の正規雇用化を促進するとともに、企業の人材

確保を支援する。また、若年無業者に対しては就労に向け、丁寧な支援を行う。 

 

２ 事業内容 

（１）○新 県内大学生等の県内企業への就職促進（予算額 ２６，４７６千円） 
   県内大学生等の県内企業への就職を促進するため、１年生から卒業までのキャリア

教育と就職活動を一貫して支援するモデルの構築に取り組む。  
 
（２）若年無業者の就職に向けた支援（予算額 １１，２２２千円） 

   若者無業者の掘り起こしを強化するため、県内各地への出張セミナーや○新 ＬＩＮＥ
相談などを通じて若者自立支援センター埼玉の利用を促し、就職支援につなげる。  

 
（３）就職氷河期世代の正社員化支援（予算額 ３４，２１１千円） 

   非正規で働く就職氷河期世代の正社員化支援と受入企業に対する支援を併せて行い、

マッチング精度の向上と定着の促進を図る。  
  ア 求職者への支援 

    社会人基礎研修､キャリアカウンセリング､○新 仕事の選び方講座､合同企業説明会  
  イ ○新 企業への支援 
    受入体制構築セミナー、キャリア形成支援アドバイザー派遣  
 
 
      
  
 
 
 
 
 
 
 

３ 予 算 額   ７１，９０９千円 

社会人
基礎研修

合同企業
説明会

キャリア
カウンセリング

企業面接等への
誘導

求
職
者
へ
の
支
援

企
業
へ
の
支
援

当世代に必要な
知識・マナー等の
習得

＋方向性決定 就職ﾏｯﾁﾝｸﾞで支援
就職決定

受入体制
構築セミナー

当世代を受け入れるために
必要な知識等を習得する
ためのセミナーを実施

キャリア形成支援
アドバイザー派遣

採用後もモチベーションを
維持しながら働ける環境を
作るためのアドバイザーを派遣

正
社
員
で
就
職
・
定
着
率
向
上

仕事の選び方
講座

８月･11月同時開催

支援スキーム

 

 新  新

 新



一部新規 
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若者の職場定着支援と労働環境の改善 

 

                   担当 雇用労働課 労働団体・働き方改革担当 

                   内線 ４５０９ 

 

１ 目  的 

  県内中小企業の新入社員の育成を入社後３年程度集中的に支援することにより、若手

社員の職場定着を促進する。 

  また、県内のクリエイターの労働実態を把握するための調査を実施し、労働環境の改

善に努める。 

 

２ 事業内容 

（１）県内中小企業若手社員定着・人材育成支援事業（予算額 ７，５０６千円） 

   県内中小企業の新入社員を対象に合同入社式及び研修会を実施するとともに、入社

２年目・３年目の若手社員を対象に合同研修会を実施し、若手社員の人材育成及び職

場定着を支援する。 

  ア 新入社員合同入社式 

    県と経済団体等が連携して新入社員合同入社式を実施し、社会人としての自覚を

促す。 

  イ 新入社員合同研修会 

    ビジネスマナーなどの初歩的なスキルを学ぶとともに、同期の社員との交流を図

る。 

  ウ ２年目・３年目社員合同研修会 

    入社２年目・３年目の若手社員を対象にチームワークやキャリアデザイン等の研

修を実施し、企業の戦力となる人材の育成と職場定着の促進を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

         新入社員合同入社式       ２年目・３年目社員合同研修会 
 

（２）○新 クリエイター労働環境改善支援事業（予算額 ３，７９２千円） 

   県内の映像情報制作・配給業の事業所及び従業員を対象に労働実態を把握するため

調査を実施するとともに、調査結果に応じて改善のための訪問相談を行う。 

 

３ 予 算 額   １１，２９８千円 



一部新規 
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普及啓発 

 
働き方改革の推進  

 
                        担当 ウーマノミクス課 推進担当 

                        内線 ３９６５          

 
１ 目  的 

  長時間労働の是正やテレワークの導入など企業の課題解決を支援し、働き方改革を促

進する。 

 

２ 事業内容 

（１）○新 働き方改革事例発表・交流会の開催（予算額 ９，０７４千円） 
   働き方改革に先進的に取り組んでいる企業経営者による事例発表会を開催する（50

人×３回）。また、経営者同士の交流会を開催し、意見交換等を通して意識改革を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

（２）女性活躍・働き方改革推進アドバイザー派遣（予算額 ２３，７１６千円） 

   女性活躍や働き方改革に課題を抱える企業にアドバイザーを派遣し、女性の活躍や

人材確保、業務見直しなどを進めるための支援を行う（160社）。 

 

（３）働き方改革セミナーの開催（予算額 １０，０４８千円） 

   働き方改革関連法の解説やテレワーク、生産性向上等をテーマとしたセミナーを開

催する（100人×９回）。 

 

（４）企業へのアドバイザー派遣・奨励金の支給（予算額 １１，３０７千円） 

   長時間労働の是正、テレワークの導入・拡大を進めようとする企業にアドバイザー

を派遣し、目標を達成した企業に奨励金を支給（20社）するとともに、企業の取組内

容をホームページやセミナーにより発信する。 

 

（５）埼玉版ウーマノミクスサイトの運営 （予算額 ２，６６９千円） 

   女性活躍や働き方改革などの情報を発信する「埼玉版ウーマノミクスサイト」を運

営する。 

 

３ 予 算 額   ５６，８１４千円  

先進企業による 
事例発表 

 働き方改革の推進へ 
経営者同士の交流会 

働き方改革のノウハウや
効果について情報交換 

経営者の意識改革 
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現役からシニア活躍への橋渡し  

 

               担当 シニア活躍推進課 雇用推進担当 内線４５３９ 

                           就業支援担当 内線４５４３ 

 

１ 目  的 

  シニアライフを迎えた世代、４０歳代からの現役世代を対象に、人生１００年時代を

見据え、シニアライフを有意義に過ごすための情報を提供する。  

 

２ 事業内容 

（１）シニアライフを迎えた世代への働き掛け ～多様な活躍の場を周知～ 

（予算額 １，８４０千円） 

   企業等を退職した方が国民健康保険への切替えのため市町村窓口を訪れた際に、  

  「シニア応援リーフレット」を配付する。  

   ※シニア応援リーフレット  

    ・仕事や地域活動などの事例及び相談窓口をまとめたリーフレット（A3両面）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（２）４０歳代からの現役世代への働き掛け ～シニアライフ案内士２，０００人の養成～ 

（予算額 ２９，９９８千円） 

   ４０歳代からの現役世代の方を対象にライフプランセミナーを開催し、シニアライ

フ案内士として養成する。  

   ※  シニアライフ案内士  

    ・  県から継続的にシニアライフに関連した情報を提供  

    ・  シニアライフの準備を職場など周囲に拡散  

 

 

 

 

 

３ 予 算 額   ３１，８３８千円 

拡   散 

情報提供 案内士 

職 場 家 庭 

地 域 



一部新規  
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企業における「シニアの働く場」の拡大  

 
                      担当 シニア活躍推進課 雇用推進担当 

                      内線 ４５３９ 

 

１ 目  的 

  人生１００年時代を見据え、企業における「シニアの働く場」を拡大し、シニアが自

らの意欲や希望に合わせて働ける環境づくりを推進する。 

 

２ 事業内容 

（１）シニア活躍推進宣言企業の拡大（予算額 ２２，３５２千円） 

  ア 企業訪問によるシニア活躍の働き掛け 

  イ シニア活躍推進宣言企業の開拓・認定 

    シニアが働きやすい職場づくりに取り組む企業を認定 

      令和２年度目標：２５０社  
  ウ 生涯現役実践企業（三つ星企業）の開拓・認定 

    宣言企業のうち定年の廃止、定年年齢の引上げ（７０歳以上）、７５歳以上の継

続雇用（希望者全員）を実施する企業を認定 

      令和２年度目標：５０社  

  エ 宣言企業のフォローアップ 

    シニア活用の効果・課題等を把握するため追跡調査を実施（７００社）するとと

もに、専門家派遣により企業における課題解決を支援（３０社）する。 

 

（２）生涯現役実践助成金による支援（予算額 ４７，５１２千円） 

   働く意欲のあるシニアが希望に応じて働き続けられるよう、定年の廃止、定年年齢

の引上げ（７０歳以上）、７５歳以上の継続雇用（希望者全員）を行う企業に対し、

助成金を支給（４０社予定） 

   〔１社当たりの支給額〕 

常用雇用者数 10～29人 30～49人 50～99人 100人以上 

支給額(上限額) 50万円 130万円 180万円 200万円 

 

（３）成果の普及・情報発信（予算額 １２，８８６千円） 

  ア 企業向けシニア活躍推進セミナーの開催 

  イ ○新 シニア活躍推進ハンドブックの作成 
  ウ 働くシニア応援サイトによる情報発信 

 

３ 予 算 額   ８２，７５０千円 



一部新規  
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シニアへの就業・起業支援 
 

              担当 シニア活躍推進課 就業支援担当 内線 ４５４３ 

                 産業支援課    創業支援担当 内線 ３９０８ 

 

１ 目  的 

  人生１００年時代を見据え、シニアが自らの意欲や希望に合わせて働き、共に社会の

担い手として生き生きと活躍できる社会を構築するため、シニアの就職や起業を支援す

る。 

 
２ 事業内容 

（１）セカンドキャリアセンターによる就職支援（予算額 １７４，０４３千円） 

  ア 県内９市町（※）で就職支援の実施 

    セカンドキャリアセンターが県内９市町で就職支援セミナーや就職相談、職業紹

介を行い、シニアの就職に結びつける。 

   ※さいたま市、所沢市、草加市、川越市（相談日:週2日→週3日）、加須市、 

    春日部市、深谷市、秩父市、○新 伊奈町（相談日:週2日） 
  イ シニア向け求人開拓の実施 

  ウ シニア向けインターンシップの実施 

  エ 出前セミナー、合同企業面接会の開催（９市町以外の市町村とも連携） 

 
（２）シニア向け起業等支援（予算額 １０，３９７千円） 

  ア ○新多様な働き方の提案 
    起業や在宅ワークなど会社勤務以外の働き方について、事例発表会やセミナーを

通して紹介する。 

  イ 専門アドバイザーによる相談 

    創業・ベンチャー支援センター埼玉に専門アドバイザーを配置して、起業を支援

する。 

 

 
 

 

 

 

 
 
   
 

３ 予 算 額 １８４，４４０千円 

働きたいシニアを 

積極的に支援 

・就職支援セミナー  ・インターンシップ 

・就職相談      ・起業支援等 

・職業紹介       

様々な支援メニュー 
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「シニアパワーステーション」への支援  

 
                     担当 シニア活躍推進課 企画・指導担当 

                     内線 ４５４０  
 
１ 目  的 

  人生１００年時代を見据え、豊富な経験や多様なスキルを持つシニアが地域で活躍で

きるようシニアパワーステーション（県内シルバー人材センターの愛称）を支援する。 

 

２ 事業内容 

（１）派遣就業時間の拡大による多様なニーズに応える環境づくり 

   会員の多様な就業ニーズに対応するため、人手不足分野等の企業等に対し派遣就業

時間の拡大（※）について周知し、就業機会の広がりにつなげる。 

   また、派遣事業が円滑に運営されるよう労務アドバイザーをシルバー人材センター

連合に配置して、シニアパワーステーションの業務運営を支援する。 

  ※ 令和元年７月に埼玉県知事の指定により、「小売」「介護」「保育」分野につい

ては、それまでの週２０時間から週４０時間までの就業が可能となった。 

  ア 派遣制度等に係る企業向けセミナーの開催 

  イ 労務アドバイザーによる相談 

 

（２）シルバー・ワークステーションによる職域拡大 

   シルバー人材センター連合に設置しているシルバー・ワークステーションにおいて、

事務系分野や人手不足分野での派遣先を重点的に開拓し、企業と会員のマッチングに

つなげる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）シルバー人材センター連合への支援 

   シニアパワーステーションの役職員や会員の育成などを支援するため、シルバー人

材センター連合に対して補助を行う。 

 

３ 予 算 額   ３５，１２１千円  
 

派
遣
就
業
の 

職
域
拡
大 

派
遣
就
業 

時
間
の
拡
大 

新たに２，０００人を 

就業マッチング 

企業向け 

セミナー開催 

多様なニーズに応える環境づくり シルバー・ワークステーション 

シニアパワーステーションの派遣業務のさらなる拡大 

アドバイザー 

による相談 

派遣先企業 

の開拓 

企業と会員 

マッチング 
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女性が働きやすい環境の整備 

 

         担当 ウーマノミクス課 企画・企業内保育所担当 内線 ３９６６ 

                     推進担当        内線 ３９６５ 

 

１ 目  的 

  企業が取り組む仕事と家庭の両立支援や働き方見直しへの支援などにより、女性が辞

めずに働き続けるための環境を整備する。  

 

２ 事業内容 

（１）仕事と家庭の両立への支援 

  ア 多様な働き方の推進 （予算額 ４０，５８６千円） 

    男女がともに働きやすい職場環境づくりに取り組む企業を「多様な働き方実践企

業」として認定する（令和６年度末までに累計４，２５０社）。  

  (ア) 多様な働き方実践企業認定事業 

     認定項目に働き方改革の視点を追加するとともに、認定制度の対象をパートタ

イム従業員など正社員以外まで拡大し、働きやすい環境づくりを更に推進する。 

  (イ) ○新 ステップアップ推進事業 

     男性の育児休業取得やテレワーク導入など 

    の取組を支援し、認定区分のステップアップ 

    を促進する。 

  (ウ) ○新 求職者へのＰＲ強化事業 

     求職者向けホームページの作成や求人サイ 

    ト等へのバナー広告の掲載により、多様な働 

    き方を実践している企業情報の発信を強化す 

    る。 

 

 

  イ 企業内保育所設置等の促進 （予算額 ５５，５２５千円） 

    企業内保育所の施設整備費や運営費を補助するほか、企業内保育所の設置を検討

している企業にアドバイザーを派遣する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【認定区分】 

ゴールド        

プラチナ   

シルバー           

７～９基準 

３～４基準 

５～６基準 
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（２）女性活躍のための働き方改革への支援 

  ア 柔軟な働き方の支援（予算額 ５６，８１４千円）（再掲） 

  (ア) ○新 働き方改革事例発表・交流会の開催（50人×３回） 

  (イ) 女性活躍・働き方改革推進アドバイザー派遣（160社） 

  (ウ) 働き方改革セミナーの開催（100人×９回） 

  (エ) 企業へのアドバイザー派遣・奨励金の支給（20社） 

 

  イ 男性の意識改革の促進（予算額 ２１，２９８千円） 

  (ア) ○新 男性育児休業等取得促進キャンペーン 

     男性の育児休業や育児休暇の取得を推進する「男性育児休業等推進宣言企業」

を募集し、男性育休取得の気運を醸成する。 

  (イ) 男性社員を対象とした研修の実施 

     企業に講師を派遣し、男性社員向けに働き方の見直しやワーク・ライフ・バラ

ンスなどに関する研修を実施する（30社）。 

  (ウ) 男性育休取得に取り組む企業へのアドバイザー派遣、奨励金の支給 

     男性の育児休業取得に取り組む企業にアドバイザーを派遣し、目標を達成した

企業に奨励金を支給（12社）するとともに、企業の取組内容を発信する。 

 

（３）女性のモチベーション向上 

  ア 働く女性のキャリアの形成（予算額 １６，８５１千円） 

  (ア) 女性管理職向け研修の開催 

     中小企業を対象とした女性管理職向けの研修

を開催し、企業における女性管理職の資質向上

を促進する（50人×３回）。 

  (イ) 女性活躍推進トークキャラバンの開催 

     県内で活躍している女性経営者や管理職等に 

    よる講演・交流会を開催し、働く女性のキャリ

ア形成に関する意識を高める（４回）。 

 

３ 予 算 額   １９１，０７４千円（一部再掲） 

女性管理職向け研修の様子

（いめー県内 2 社、県外 2 社

を予定 
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女性のキャリアアップへの支援 

 
         担当 ウーマノミクス課 女性チャレンジ・女性就業相談担当 

                     企画・企業内保育所担当 内線 ３９６３ 

            産業支援課    創業支援担当      内線 ３９０８ 

 

１ 目  的 

  働く意欲のある女性がその経験やスキルを存分に生かして活躍できるよう、就業や起

業を支援する。  
 

２ 事業内容  

（１）女性の就業支援 

  ア 女性キャリアセンターにおける就業支援（予算額 ２１６，０１１千円） 

  (ア) 多様なニーズに対応した就業支援 

     個別相談や各種セミナー等の実施により、女性の就業を支援する。また、利用

者層を拡大するため効果的なＰＲを展開する。 

  (イ) 在宅ワーカーの育成 

     セミナーや企業とのマッチング等により、在宅ワーカーの育成を行う。 

  (ウ)○新 経験やスキルを生かした就業への支援 
     これまでの経験を生かして働きたい女性向けに最新の業界事情などを知るため

のセミナー、交流会を行う。また、スキルアップセミナーや個別面談を組み合わ

せて実践力を身に付け、就業するためのプログラムを実施する。 

（２）女性の起業支援 

  ア 女性の起業への支援（予算額 ２４，２９７千円） 

  (ア) 女性創業支援チームによる相談対応 

     創業・ベンチャー支援センター埼玉に女性創業支援アドバイザー等で構成され

る支援チームを設置し、ビジネスプランの策定や資金調達等を総合的に支援する。 

  (イ) 女性によるビジネスプランコンテスト開催 

     女性起業家や起業に興味を持つ女性を対象に、ビジネスプランやビジネスアイ

デアの募集を行い、優れたプラン・アイデアの表彰を行う。  
     ○新 また、コンテスト受賞者に対して、専門家等による助言・指導やビジネスマ

ッチングの機会創出などのフォローアップを図る。  
（３）支援体制の強化 

  ○新 女性活躍推進のための支援体制の強化（予算額 １，１５０千円） 
    女性活躍推進に関する新たな課題や施策を検討するための体制を強化し、女性の

キャリアアップをワンストップで支援する。  
 

３ 予 算 額  ２４１，４５８千円 
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障害者の就労支援  

 
                    担当 雇用労働課 障害者・若年者支援担当 

                    内線 ４５３６ 

 
１ 目  的 

  障害者雇用総合サポートセンターの運営により、企業における障害者の雇用と離職防

止の取組への支援を行い、障害者雇用の拡大と職場定着を図る。 

 
２ 事業内容 

（１）雇用開拓（予算額 ２２，８００千円） 

   障害者雇用開拓員６人を配置し、企業経営者等へ直接障害者雇用を働き掛けるとと

もに、企業における障害者の短期雇用体験の実施により障害者の雇用拡大を促進する。 

  

（２）就労支援（予算額 ８９，３０２千円） 

   障害者雇用に理解を示す企業に対し、具体的な雇用の提案や雇用管理のアドバイス

などを行い、障害者の就労の場の創出を図る。 

   精神障害者雇用アドバイザー、精神保健福祉士のチーム支援により精神障害者の受

入企業の拡大と職場環境の整備を図る。 

 

（３）職場定着支援（予算額 ５７，７４７千円） 

   企業などへ職場適応援助者（ジョブコーチ）を派遣し、就労継続に困難性を抱える

障害者の職場定着を支援するとともに、研修等により地域の支援機関スタッフのスキ

ルアップを支援する。 

   ○新 事業協同組合との連携などにより、雇用の進みにくい小規模な企業を支援する。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 予 算 額   １６９，８４９千円 

 

企 業 障害者 支援機関 

障害者雇用総合サポートセンター 

【雇用開拓】 

・企業経営者への雇用の働き 

 掛け 

・短期雇用体験の実施 

【就労支援】 

・企業へ雇用提案、雇用管理 

 のアドバイス 

・精神障害者雇用のチーム支援 

【職場定着支援】 

・ジョブコーチの派遣 

・地域支援機関のスキルアップ 

 

支援 
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先端産業創造プロジェクトの推進  

 
                   担当 先端産業課 総務・企画担当、推進担当 

                   内線 ３７３６、３７３５          
 
１ 目  的 

  今後の成長が見込まれる先端産業分野において実用化、製品化、事業化を一貫して支

援することにより、先端産業の育成・県内集積を図る。  
 
２ 事業内容 

（１）医療、ヘルスケア機器等の開発・事業化支援（予算額 １５６，３０１千円） 

   需要の増大が見込まれる医療・ヘルスケア機器等の研究開発支援、臨床試験等の事

業化に向けた支援、医工連携による製品開発及び評価支援、開発製品等の国内外への

販路開拓支援 

 

（２）新エネルギー製品の開発・事業化支援（予算額 ３９，６０５千円） 

   次世代型蓄電池の研究開発、○新 ＣＥＭＳ（地域エネルギーマネジメントシステム）
事業への参入支援、開発製品等の販路開拓支援  

 

（３）航空・宇宙、モビリティの事業化支援（予算額 １０３，９００千円） 

   県内中小企業の航空・宇宙産業への参入支援、自動運転技術によるスマートモビリ

ティの実証支援 

 

（４）先端素材活用製品の開発・事業化支援（予算額 ５８，９４５千円） 

   様々な分野で活用が期待される先端素材を活用した製品の研究開発支援、開発製品

等の販路開拓支援 

 

（５）ロボット、ＡＩ・ＩｏＴの開発・導入支援（予算額 ２７８，７９７千円） 

   ＡＩ活用機器の開発・実証支援、○新 簡易で安価なボードコンピュータを活用したも
のづくり企業のＡＩ・ＩｏＴ化支援、ＡＩ・ＩｏＴ・ロボットシステムの導入支援  

 

（６）事業化の促進（予算額 ６８，７１０千円） 

   ○新 社会課題の解決に向けたオープンイノベーションの支援、成果のＰＲ・見える化、
先端産業支援センター埼玉の運営  

 

３ 予 算 額   ７０６，２５８千円 
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農大跡地等の活用の推進 

 

               担当 次世代産業拠点整備担当     内線３９３３ 

                  企業立地課 総務・立地窓口担当 内線３８００ 

 

１ 目  的 

  鶴ヶ島ジャンクション周辺地域について、農大跡地を中心に先端産業・次世代産業な

どの成長産業を集積して経済の好循環をもたらすとともに、ＡＩ・ＩｏＴなどの先進技

術の活用を促進して超スマート社会を実現する。  

 

２ 事業内容 

（１）農大跡地の整備推進（予算額 ３２７，０００千円） 

   土地区画整理事業（公園整備、区画整理清算業務等）や 

  環境影響評価（事後調査）などを進める。 

 （㈱IHI 新工場と農大跡地） 

（２）農大跡地周辺地域の整備推進（予算額 ２，９４０，７１７千円） 

    近未来技術の開発を支援する実証フィールドの整備等を実施する。  

 

（３）ＡＩ・ＩｏＴの活用促進（予算額 １３８，１６０千円）（一部再掲） 

  ア ＡＩ・ＩｏＴコンソーシアムの運営（再掲） 

    企業へのＡＩ・ＩｏＴの導入・活用を促進するため、経営者や技術者等を対象と

した研修会やマッチング会などを開催する。 

  イ ＡＩ・ＩｏＴプラットフォームの機能拡充・利用拡大（再掲） 

    ＡＩ・ＩｏＴプラットフォームにおいて、企業等が簡便にＡＩを活用できるよう、

ＡＩシステムを構築するための支援機能などを拡充する。また、商工団体と連携し

てプラットフォームの利用拡大を図る。 

  ウ オーダーメイド型ＡＩ・ＩｏＴ研修（再掲） 

    ＡＩ・ＩｏＴの活用を検討している製造業を対象に、製造現場の課題を事例とし

たＡＩ・ＩｏＴの実証実験を行い、現場責任者等のＡＩ・ＩｏＴ導入・活用ノウハ

ウの習得を支援する。 

  エ 地域経済牽引事業者へのＡＩ・ＩｏＴ等導入支援 

    「埼玉県鶴ヶ島ジャンクション周辺地域基本計画」に基づく地域経済牽引事業の

うち、ＡＩ・ＩｏＴ等に係る設備導入を行う企業に対し補助する。  

 

３ 予 算 額   ３，４０５，８７７千円（一部再掲） 
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企業誘致の推進 

 

              担当 企業立地課 企業誘致担当    内線 ３７４８ 

                       総務・立地窓口担当 内線 ３８００ 

 

１ 目  的 

  充実した高速道路網、多彩な産業の集積など本県の優位性を生かした企業誘致活動を

展開し、県内産業の振興や雇用の創出、税収の確保につなげる。 

 

２ 事業内容 

（１）企業立地の推進（予算額 １２５，７８３千円） 

   積極的な企業誘致により企業の立地を促進するとともに、立地企業に対するフォロ

ーアップによりビジネスチャンスの拡大と県内定着を図る。 

  ア 企業誘致活動の展開、企業立地情報・用地情報の収集・提供 

  イ ビジネス懇談会の開催、立地企業に対するフォローアップ 

  ウ 大阪での企業交流会の開催など関西地区企業に対する誘致活動 

  エ ○新 企業間取引データ等を活用した今後の重点誘致ターゲットの分析 
 

 

                     

 

 

 

 

 

  オ 地域経済牽引事業者へのＡＩ・ＩｏＴ等導入支援（再掲） 

    埼玉県鶴ヶ島ジャンクション周辺地域基本計画に基づく地域経済牽引事業のう

ち、ＡＩ・ＩｏＴ等に係る設備導入を行う企業に対し補助する。 

   ・補助限度額：２，０００万円 ・補助率：１／２ 

 

（２）産業立地促進助成金による企業への支援（予算額 １，１３２，３４９千円） 

   県内に工場等を建設し、雇用の創出等に貢献した企業に対し、工場の建設等に係る

不動産取得税相当額を補助する。また、より効果的な支援方法を検討する。 

   ・補助限度額：１億円 ・補助率：１０／１０ 

 

３ 予 算 額   １，２５８，１３２千円（一部再掲） 

企業間取引データ 

 

 

 

 

業種ごとの企業間取引状況を把握 

Ａ社      Ｂ社      Ｃ社  

 

○成長性の高い分野 

○取引先全体に高い経済効果を  

 もたらす分野 

                を分析 

 
 
企業誘致の重点ターゲットに 
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商工団体等を通じた小規模事業者への経営支援  
 

                       担当 産業労働政策課 商工団体担当 

                       内線 ３７２１  

 

１ 目  的 

  県内事業者の多くを占める小規模事業者の活力を高めるため、商工団体（商工会・商

工会議所）等が行う事業者支援や中小企業組合の先進的取組を支援する。 

 

２ 事業内容 

（１）商工団体への補助（予算額 ３，０７６，４２９千円） 

  ア 安定的な運営の確保（予算額 ２，８３６，１５８千円） 

   ・ 経営指導員などの人件費や指導に係る事務費 

     人件費補助単価を改定 

   ・ ○新 法定経営指導員手当補助の新設 
  イ 相談機能の強化（予算額 ４９，０７１千円） 

   ・ 中小企業診断士などの専門家派遣による小規模事業者への支援 

   ・ 事業承継相談員の配置による支援体制強化 

   ・ 職員向け研修会や専門支援員によるＯＪＴなど職員の資質向上 

  ウ 主体的な取組の促進（予算額 １９１，２００千円） 

   ・ 商工団体支援奨励金の増額 

     商工団体の取組実績（経営革新計画支援件数など）に応じた人件費補助の加算 

   ・ 商工団体が地域の実情に合わせて自ら企画して実施する事業 

    （ア）地域連携型   補助率１０／１０  上限額３，０００千円 

    （イ）重点テーマ型  補助率１０／１０  上限額２，０００千円 

    （ウ）提案型     補助率 ２／３   上限額４，０００千円 

 

 

 

 

 

 

（２）○新 中小企業組合の先進的な取組への補助（予算額 １６，０００千円） 
  ア 重点テーマ型（ハード事業） 補助率２／３以内 上限額７，０００千円 

          （ソフト事業） 補助率２／３以内 上限額２，０００千円 

  イ 一般型           補助率１／２以内 上限額  ５００千円 

      

３ 予 算 額   ３，０９２，４２９千円 

ア 安定的な運営の確保 

イ 相談機能の強化 ウ 主体的な取組の促進 

商
工
団
体 

小
規
模
事
業
者 

県 
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プッシュ型の中小企業支援  

 
               担当 産業支援課 経営革新支援担当 内線 ３９１０ 

                        技術支援担当   内線 ３７７７ 

 

１ 目  的 

  商工団体が把握した企業課題に対し、県産業振興公社等が解決に向けた支援を行う。

あわせて、県産業振興公社のコーディネーター等が積極的に企業に出向くとともに、商

工団体と連携し、中小企業の取引マッチングを支援することで、県内中小企業に対する

きめ細かい支援を行う。  
 
２ 事業内容 

（１）重点課題の解決に向けた支援（予算額 １４，５００千円） 

   県産業振興公社に「省力化・省人化」「外国人人材活用」「事業承継」といった重

点課題に係る専門的知見を持ったアドバイザーを新たに配置し、課題の解決に向けた

助言等を行う。  
  ア 省力化・省人化に向けた支援 

    現状分析を行い、ＦＡ・ＩｏＴ・ＡＩ等を活用した改善手法の提案を通して、企

業の生産性向上、設備投資の意欲向上を推進する。 

  イ 外国人人材活用に向けた支援 

    経営課題を整理した上で、適切な外国人人材活用等の提案を行い、労働力確保を

推進する。 

  ウ 事業承継に向けた支援 

    複雑な課題の整理及び解決に向けた支援を行い、円滑な事業承継を推進する。  
 
（２）販売力強化に向けた支援（予算額 ４，９１０千円） 

   県産業振興公社に新たに配置するコーディネーターが、積極的な企業訪問や商工団

体との連携により企業の受発注情報を収集し、商談会等参加企業へ取引成立に向けた

助言等を行うことで、県内中小企業の販路開拓の機会創出と成約率向上を図る。  
 

（３）知財経営力向上に向けた支援（予算額 ７，１０６千円） 

   金融機関や商工団体等の支援機関と連携し、知財の保護、活用により経営力強化に

取り組む企業を掘り起こして支援する。特許活用コーディネーターによる知財を活用

した経営支援を実施する。 

 

 

３ 予 算 額   ２６，５１６千円 
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新製品開発力の強化 

 
                         担当 産業支援課 技術支援担当 

                         内線 ３７７２ 

 
 
１ 目  的 

  県内基盤産業の新技術開発や新製品開発、高付加価値化の支援を行うことにより、も

のづくり力強化を図る。  
 

２ 事業内容 

（１）デジタルものづくり環境の変革推進事業（予算額 ４８，３０６千円） 

   産業技術総合センターにおいて、３Ｄプリンタ等を活用したデジタルデータによる

ものづくりの開発体制を充実させ、企業への支援と技術の普及啓発を行う。 

   ・ ＣＡＤ、シミュレーション、加工データ等のデジタルデータ作成講習会の開催 

   ・ 新規に導入する金属３Ｄプリンタによる試作支援 

 

（２）Ｄｅｓｉｇｎ活用支援事業（予算額 ３，７８１千円） 

   産業技術総合センターにデザイン支援総合窓口を設置し、企業の相談に対応すると

ともに、民間デザイナーとも連携して企業の課題分析や商品企画に参画し、デザイン

性に優れた新商品開発を支援する。 

 

（３）魅力ある「埼玉ブランド食品づくり」支援事業（予算額 ４５，００８千円） 

   産業技術総合センター北部研究所に「埼玉ブランド食品開発研究会」を設置し、食

品製造業者の新製品開発、商品の魅力を消費者に伝えるブランド化戦略を支援する。 

   ・ 新規に導入する味覚センサー、ガスクロマトグラフ質量分析装置等を活用した

製品開発支援 

   ・ネーミングやパッケージ等のデザイン支援、マーケティング支援 

 

（４）社会課題解決型新技術・新製品開発支援事業（予算額 ８０，０６３千円） 

   県内中小企業が行う、社会課題（※）の解決に資する技術・製品開発に対して、補

助金を交付する。 

   ※社会課題の例：廃棄物の削減、防災安全技術、地域資源の活用など。 

   これらの課題解決に貢献する企業の技術・製品を支援する。また将来的に中小企業

がＳＤＧｓへ取り組む契機とする。 

   ○一 般 型：補助上限7,500千円、補助率1/2以内、採択予定８件程度 

   ○小規模型：補助上限3,000千円、補助率2/3以内、採択予定６件程度 

 

３ 予 算 額   １７７，１５８千円 
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中小企業・小規模事業者の資金調達の円滑化支援  

 
                         担当 金融課 企画・制度融資担当 

                         内線 ３８０１          

 

１ 目  的 

  中小企業制度融資の適切な運営により、県内中小企業・小規模事業者の円滑な資金調

達を支援する。 

 

２ 事業内容 

 （１）融資枠 

    中小企業制度融資の総融資枠を３，６００億円とし、中小企業の資金需要に万全

を期す。 

資 金 名 融資枠 資 金 名 融資枠 

  事業資金  700億円   産業創造資金 50億円 

  小規模事業資金  450億円   産業立地資金 50億円 

  起業家育成資金  100億円   経営安定資金 500億円 

  女性・若者経営者支援資金  100億円   経営あんしん資金 600億円 

  設備投資促進資金  100億円   企業パワーアップ資金 250億円 

  経営革新計画促進融資  50億円   借換資金 600億円 

○新事業承継資金  50億円 合計 3,600億円 

 

 （２）主な変更点 

   ア 「小規模事業資金」の特例措置の創設 

     経営革新計画の承認を受けている事業者が「小規模事業資金」を利用する場合、

より低利で融資を受けられる特例措置を創設する。  
    ＜小規模事業資金＞          ＜○新 経営革新企業への特例措置＞ 

融資利率  利子補給率   融資利率  利子補給率  
 １ .１％～１ .３％  ０ .１％  １ .０％～１ .２％  ０ .２％  

 
   イ○新 「事業承継資金」の創設 
     中小企業の円滑な事業承継を支援するため、一定の要件の下で経営者保証を不

要とし、より低利で融資を受けられる「事業承継資金」を創設する。  
    ＜事業資金（参考）＞         ＜事業承継資金＞ 

融資利率  利子補給率   融資利率  利子補給率  
 １ .２％～１ .４％  ０ .１％  ０ .８％～１ .０％  ０ .５％  

 
 

３ 予 算 額   １，１５５，２６４千円 
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渋沢栄一創業プロジェクトの推進  

 
                         担当 産業支援課 創業支援担当 

                         内線 ３９０８     
 

１ 目  的 

  渋沢栄一翁の理念を受け継ぐ起業家や起業希望者、ベンチャー企業を支援することに

より、新産業の創出や地域経済の活性化を促進する。 

 

２ 事業内容 

（１）一新伴走型の支援（予算額 ５０，８４１千円） 

   成長意欲のあるベンチャー企業等に対して、先輩起業家や専門家等による助言指導

のほか、ビジネスマッチングや資金調達など伴走型の支援を行うことで、成長の加速

化を図る。 

 

 ＜伴走支援のイメージ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）○新 「(仮称)渋沢栄一起業家サロン」検討事業（予算額５，０１２千円） 
   起業家や様々な業種の大企業・中小企業が交流し、マッチングが生まれる場を検討

する。 

 

３ 予 算 額   ５５，８５３千円 

効果 

・創業の促進 

・ベンチャー等の 

 成長促進 ベンチャー 

企業等 

ピッチイベント（成果発表）開催 

投資家やメディア等の前で伴走支援

の成果を発表し、出資や提携を募る 

先輩起業家や専門家等による助言指導 

事業計画、目標設定等への助言、 

個別相談、協業先のコーディネート 等 

ビジネスマッチング、資金調達 

・ビジネスマッチングの支援 

・ベンチャーキャピタル等からの資金 

 調達            等 

【令和２年度はスポーツ分野で支援実施】 

（背景） 

○スポーツ関連ビジネスの拡大 

・東京オリンピック・パラリンピックの開催 

・国によるスポーツの成長産業化 
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県内企業の海外ビジネス展開支援 

 

                         担当 企業立地課 国際経済担当 

                         内線 ３７７９ 

 

１ 目  的 

  海外でビジネスを展開する県内企業を支援するとともに、新たに海外市場を目指す県

内企業の裾野を広げることにより、本県経済の持続的な成長を図る。 

 

２ 事業内容 

（１）○新 海外の新たな市場の開拓（予算額 ７，２００千円） 

   海外ビジネスに対する県内企業のニーズ等を調査するとともに、ハラール市場など

新たな市場の開拓につながる海外展示会への出展等を支援 

（２）アセアンとのビジネス交流の拡大（予算額 １９，３１２千円） 

   生産拠点等の進出に加え、海外取引先の開拓、輸出拡大など海外ビジネスの多様化

に対応するためのアセアン訪問等を実施 

（３）海外ビジネスサポート拠点の運営（予算額 ３０，７７６千円） 

   ジェトロ海外事務所との的確な役割分担に基づき、ビジネスサポート拠点を運営 

（４）ジェトロと連携した海外販路の開拓（予算額 ４７，４１８千円）  

   ジェトロ等と連携し、先端産業分野の製品や食品等の海外販路開拓を支援 

（５）企業と外国人材のマッチング（予算額 ５，１５０千円） 

   海外における現地大学と連携したジョブフェアの開催など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 予 算 額   １０９，８５６千円 

    海外ビジネス展開の多様化 

 

 

 

 

との連携強化 

 

中国・アセアンから 

より広い国・地域へ 
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商店街振興の推進  

 

                    担当 商業・サービス産業支援課 商業担当 

                    内線 ３７６１              

 

１ 目  的 

  商店街に専門家を派遣し、にぎわいの創出や空き店舗の利活用など新たな取組を支援

するほか、商店街活動の担い手を育成するための研修会を実施し、持続的に活動する商

店街を育成する。 

  また、集客事業や施設整備に取り組む商店街に対し経費の一部を助成し、商店街の活

性化を支援する。 

 

２ 事業内容 

（１）地域商業・黒おび商店街応援事業（予算額 ２４，２７８千円） 

   商店街が実施する集客事業や施設整備事業などに対して経費の一部を助成するとと 

  もに、新たな事業展開や国の支援制度などの活用を目指す商店街に対して専門家派遣 

  などの支援を行う。 

（２）ＮＥＸＴ商店街プロジェクト（予算額 ３５，６６１千円） 

   意欲の高い商店街に専門家を派遣し、地域内外の人材を巻き込みながら商店街のに 

  ぎわいづくり、空き店舗の利活用などに取り組み、商店街の活性化を支援する。 

   また、ＮＥＸＴ商店街プロジェクトの成功事例を紹介するセミナーを開催し、県内 

  商店街の新たな取組を促進する。 

（３）○新 実践型人材育成事業（予算額 ４，７８６千円） 

   商店街活性化に不可欠である活動の担い手を育成するため、ワークショップ形式の 

  研修会を実施する。 

（４）環境にやさしい商店街応援事業（予算額 ３，９８０千円） 

   暑さ対策など、環境課題への取組を実施する商店街に対して、県商店街振興組合連

合会等を通じた支援を行う。 

 

３ 予 算 額    ６８，７０５千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
商店街でのマーケット開催（狭山市） 空き店舗を活用したシェアカフェ（熊谷市） 

ＮＥＸＴ商店街プロジェクトの取組事例 
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スポーツの産業化に向けた支援  

 
             担当 商業・サービス産業支援課 総務・サービス産業担当 

             内線 ３７５４                     
 
１ 目 的 

  東京2020オリンピック・パラリンピックの開催や国の成長産業化に向けた取組により、

スポーツ関連ビジネスの拡大が見込まれるため、県内スポーツ産業の状況を調査・分析

し、スポーツの産業化に向けた支援策を検討する。 

 
２ 事業内容 

（１）県内スポーツ産業の実態及びサービス創出調査（予算額 １１，９９８千円） 

   県内スポーツ産業の実態や国内外の先進事例等を調査し、市場拡大が見込まれる分

野や新たな商品・サービス創出に向けたビジネスモデル等の分析を実施する。 

 

（２）埼玉県スポーツ産業成長検討会議（仮）の開催（予算額 ５１１千円） 

   有識者や行政関係者等で構成する「埼玉県スポーツ産業成長検討会議（仮）」を設

置し、調査・分析結果を踏まえ、県内スポーツの産業化に向けた支援策の検討を行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ 予 算 額   １２，５０９千円 

県内スポーツ産業の実態及びサービス創出調査 
（県内スポーツ関連ビジネスの実態、米国等国内外の先進事例の調査・分析など） 

埼玉県スポーツ産業成長検討会議（仮）の開催 
（スポーツ分野のベンチャー支援を含め、取組を検討） 

       支援策の展開によるスポーツ産業の成長に向けた取組の実施  Ｒ３以降 
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産業人材の育成  

 
          担当 産業人材育成課 総務・職業訓練推進担当 内線 ４５９４ 

                     委託訓練・連携推進担当 内線 ４６０７ 

                     技能振興担当      内線 ４６０２ 

 
１ 目  的 

  新規学卒者や求職者の就労を支援するため、高等技術専門校（６校１分校）において、

ものづくり分野を中心とした職業訓練を実施するとともに、民間の教育訓練機関等に委

託して求職者を対象に多様な分野の職業訓練を実施する。  
  また、次世代のものづくりを担う技能者を育成し、技能水準の向上と技能継承を図る。  
 

２ 事業内容 

（１）職業訓練 

  ア 高等技術専門校における職業訓練（予算額 ２７９，０９３千円） 

    対象：新規学卒者や求職者 

訓練期間 訓練科 定員 

２年コース 

機械制御システム科、情報制御システム科、 

自動車整備科、建築科、空調システム科、 

情報処理科 

４１０人 

１年コース 
金属加工科、電気工事科、電気設備管理科、 

木工工芸科 
１５０人 

短期コース 

(６か月・１年) 

機械科（デュアルシステム）、ビル管理科、 

介護サービス科、サービス実務科、職域開発科 
２２０人 

計 １５科 ７８０人 

    ※機械科（デュアルシステム）とは校内での授業に企業での実習を加えた訓練 

    ※サービス実務科、職域開発科は障害者向け訓練 

  イ 高等技術専門校（中央校・熊谷校）実習棟耐震設計（予算額 １１，２０８千円） 

    令和３年度の実習棟耐震補強工事に向けて、実施設計を行う。 

  ウ 民間委託による職業訓練（予算額 １，６３０，１１３千円） 

    対象者：求職者 

訓練期間 訓練科 定員 

１か月～２年 
介護・事務・ＩＴ分野等 

（障害者対象の訓練もあり） 
６,０２４人 

（２）○新 次世代ものづくり人材の育成（予算額 ９，９９８千円） 
   技能五輪全国大会や技能グランプリでの入賞者数を増やすため、出場予定選手を対

象に、大会に則した講義と実技訓練を実施し、入賞できる実力を養成する。講師には

全国レベルの競技大会入賞者やその指導者を招へいする。 

 

３ 予 算 額   １，９３０，４１２千円 
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渋沢栄一翁を軸とした観光振興  

 

                         担当 観光課 観光・アニメ担当 

                         内線 ３９５２ 

 

１ 目  的 

   渋沢栄一翁が新一万円札の肖像に選ばれ、大河ドラマの主人公にも決定したことを

好機と捉え、地元深谷市などと連携し、県内外からの観光客誘致を図る。 

 

 

２ 事業内容 

（１）県外をターゲットとした情報発信 （予算額 ２６，１６５千円） 

  ア 「放送１００日前」を機会と捉えたＰＲ企画 

   ・ 知事と経済人との対談等を経済誌等で特集 

   ・ 都内を走るバス車体へのラッピング広告掲出 

  イ 「放送開始」に合わせた広告展開 

   ・ ＪＲ・地下鉄車内ビジョンでの動画広告掲出 

   ・ バスツアー参加者に栄一翁ゆかりの場所などを紹介す 

    る小冊子を配布 

   ・ 東日本全域の高速道路ＳＡ・ＰＡで配布されるフリー 

    ペーパーに栄一翁の特集記事を掲載 

  ウ 埼玉の三偉人を絡めた周遊企画の実施 

   ・ ゆかりのスポットなどを巡るスタンプラリーの開催 

 

（２）広域周遊の促進 （予算額 ４，０００千円）  

   旅行業界・メディアに対するプロモーションの実施   

   ・ 国内最大の旅行博や商談会での旅行業者への売り込み強化 

   ・ メディア・インフルエンサーを対象としたモニターツアーの実施 

 

（３）大河ドラマバックアップ事業 （予算額 ５５，７５０千円）  

   大河ドラマ「青天を衝け」深谷市推進協議会（仮称）に参画し、大河ドラマ館の設

置・運営、地元深谷市への誘客宣伝及び交通アクセスの改善等の取組を支援する。 

   ※企業版ふるさと納税の仕組を活用して県外企業から寄附を広く募り、全国的な気 

    運醸成につなげる。 

 

３ 予 算 額   ８５，９１５千円  



新 規 

 - 26 - 

 

民間連携による魅力ある埼玉の観光づくり  

 

                         担当 観光課 観光・アニメ担当 

                         内線 ３９５２ 

 

１ 目  的 

   鉄道事業者などの民間事業者と連携し、本県ならではの観光資源を生かした広域観

光を促進するとともに、若者が多く集まるｅスポーツイベントの場を有効活用して、

県内外からの幅広い誘客を促す。 

 

 

２ 事業内容 

（１）民間事業者と連携した広域観光の促進 （予算額 １５，８００千円） 

  ・ 本県ならではのアニメ関連の観光スポットやコンテンツなどを生かし、広域観光

につながる企画の実施 

  ・ ＪＲ東日本等の鉄道事業者との連携による沿線の活性化、ＮＥＸＣＯ東日本と連

携したＰＲ・イベントの実施  

 

（２）ｅスポーツイベントとの連携による観光振興 （予算額 ５，０００千円）  

  ・ ＳＮＳなど県の広報ツールを通じたＰＲによるにぎわいづくりの支援 

  ・ ｅスポーツで使用する大型ビジョンを活用した観光動画の放映など大会会場での

埼玉プロモーションの実施 

  ・ 県が県内企業との“つなぎ役”となって、コラボグッズの企画販売による県産品

の売り込み  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 予 算 額   ２０，８００千円 

 

 e スポーツイベントにおける 

「埼玉県観光 PRブース」の様子 

（令和元年１２月２７日開催） 
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オリンピック･パラリンピックを契機とした外国人観光客の誘致 

 

                         担当 観光課 インバウンド担当 

                         内線 ３９４９ 

 

１ 目  的 

  東京2020オリンピック・パラリンピックを契機として来県する外国人観戦客や海外メ

ディアに埼玉観光の魅力をＰＲするとともに、体験型観光コンテンツの発掘とＰＲを行

い、外国人観光客の誘致を推進する。 

 

 

２ 事業内容 

（１）オリンピック・パラリンピックに合わせたプロモーション 

                              （予算額 １２，７８０千円） 

  ア 大会開催自治体等と連携したプロモーション 

    大会開催自治体や近隣自治体と連携し、特設ページやＳＮＳ、観光動画を活用し

たプロモーションを行う。 

  イ ○新観戦時にあわせて巡るプチ埼玉観光 

    大会を契機として来県する外国人観戦客に対し、会場周辺などで観戦前後に巡る

ことができるプチ埼玉観光コースや県内の魅力ある観光スポットを案内し、リピー

ター獲得につなげる。 

 

（２）○新サイタマツーリズムメディアセンターの設置 （予算額 ６，０００千円） 

   大会を契機として来日する海外メディア等に埼玉観光の魅力をＰＲする窓口を都内

又は県内に設け、情報発信や問合せ対応をきめ細かく行う。 

 

（３）体験型観光コンテンツによる滞在強化 （予算額 １３，７００千円） 

   外国人に人気が高い盆栽体験などのいわゆる 

  「コト消費」に焦点を当て、埼玉ならではの体 

  験型観光コンテンツを発掘する。 

   さらに、事業者によるＷＥＢ上での販売やＰ 

  Ｒを支援し、本県への来訪促進と滞在時間の延 

  長を図る。 

 

 

３ 予 算 額   ３２，４８０千円  
外国人による盆栽体験 
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産業文化センターの大規模改修  

 

                       担当 産業労働政策課 商工団体担当 

                       内線 ３７２６  

 

１ 目  的 

  埼玉県産業文化センター（ソニックシティホール棟）は、昭和６３年４月のオープン

から３０年以上が経過している。このため、令和２年度から４年度にかけて、基幹的な

設備の更新などの大規模改修工事を行う。 

 

２ 事業内容 

（１）主な改修内容 

  ア 設備工事（電気、空調、衛生、舞台設備の更新） 

  イ 建築工事（大ホール等つり天井改修、外壁補修、屋根・屋上防水など） 

 

（２）工事期間等 

  ア 工事期間 令和３年１月～令和４年９月（２１か月）（予定） 

  イ 休館期間 令和３年７月～令和５年２月（１９か月）（予定） 

 

（３）総事業費 

   ８，１１０，５７５千円（令和２年度から令和４年度までの継続事業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         ホール棟外観                  大ホール内部    

 

３ 予 算 額   ７８５，３１８千円（継続事業第１年次支出額） 


